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 平成 １６年 ７月 ２８日 制定 
 平成 １６年 １２月  ９日 改正 
 平成 １８年 １１月 １日 改正 
 平成 １９年 １１月 ６日 改正 
 平成 ２０年 １０月 ２２日 改正 
 平成 ２６年 ８月 １日 改正 
 平成 ２７年 ５月 １日 改正 
 平成 ２８年 ３月 ３１日 改正 
                                 令和 ５年 ４月 １日改正 

 

北九州市立自然史・歴史博物館競争的資金等に係る取扱要領 

 

第１章 総 則 

１ 趣 旨 

  北九州市立自然史・歴史博物館（以下「当館」という。）における文部科学省及び文部科学省が

所管する独立行政法人から配分される競争的資金を中心とした公募型の研究資金等の取扱いについ

ては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等

に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）、科学研究費補助金

取扱規程（昭和４０年文部省告示第１１０号）、独立行政法人日本学術振興会科学研究費助成事業

（科学研究費補助金）取扱要領（平成１５年１０月７日規程第１７号）、研究機関における公的研究

費の管理・監査のガイドライン（実施基準）（平成１９年２月１５日文部科学大臣決定）及び独立行

政法人日本学術振興会科学研究費助成事業（学術研究助成基金助成金）取扱要領（平成２３年４月

２８日規程第１９号）に定めるもののほか、この要領の定めるところによる。 

 

２ 定 義 

 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１）研究者：当館の学芸員、及び受託研究員・名誉館員のうち、競争的資金等の研究代表者、研究

分担者及び連携研究者をいう。 

（２）直接経費：競争的資金等の補助事業の遂行に必要な経費及び研究成果の取りまとめに必要な経 

        費 

（３）間接経費：競争的資金等の補助事業の実施に伴う当館の管理等に必要な経費 

（４）不正使用：関係法令等に違反した個人経理、他の用途への使用又は交付決定の内容やこれに付

した条件に違反した使用、虚偽による架空請求・架空取引及び不適切と判断される全ての行為 

 

第２章 当館において取扱う事務 

３ 競争的資金等に係る事務 

 当館は、競争的資金等に係る事務として、次の各号に掲げる事項を行うものとする。 

（１）競争的資金等に係る手続に関すること 

  ①応募・交付申請に係る手続 

  ②交付申請書の記載内容の変更に係る手続 

   ③実績報告に係る手続 

     ④研究成果報告に係る手続 

   ⑤間接経費に係る事務手続 

（２）競争的資金等の管理・監査に関すること 

（３）研究活動における不正行為への対応及び事前防止に関すること 

   

  第３章 競争的資金等の管理・運営 

４ 競争的資金等の通知 

  当館の館長は、研究者から受領の委任を受けた競争的資金等について、これを受領したときは、
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研究者に通知する。 

 

５ 直接経費の管理 

（１）直接経費の管理は、館長がこれを行う。 

（２）館長は、直接経費を自己の名義で直ちに預金しなければならない。 

（３）直接経費の預金により生じた利息は、間接経費に充当するものとする。 

 

６ 費目別の収支管理 

  直接経費の収支管理は、収支簿を用いて、費目ごとに行う。 

（１）物品費 

物品を購入するための経費 

  ア 備品 

    性質及び形態を変ずることが少なく、概ね１年以上使用することができるもので取得価格 

５万円以上（図書は取得価格３万円以上）のもの。ただし、次に掲げる物品は消耗品とする。 

    ①  陶器製品及びガラス製品（主要部分が陶器製、ガラス製のものを含む） 

    ②  亜鉛引鉄板製品及びホーロー引鉄板製品 

    ③  パソコンの磁気記憶装置及びアプリケーションソフト 

  イ 消耗品 

   ① 使用によりその性質及び形態を変じ、その一部又は全部を消耗するもの。（試薬品、実験

用小動物、文具類、フィルムなど） 

   ② 備品に類するもので取得価格が５万円未満（図書は取得価格３万円未満）のもの。 

（２）旅費 

   研究代表者、研究分担者、連携研究者、その他研究への協力をする者の海外・国内出張（資 

料収集、各種調査、研究の打合せ、成果の研究発表等）のための経費（交通費、宿泊料、日当） 

（３）人件費・謝金 

   研究への協力（資料整理、実験補助、翻訳・校閲、専門的知識の提供、アンケートの配布・回

収、研究資料の収集等）をする者に係る謝金、報酬、賃金、給与、労働者派遣者への支払いのた

めの経費 

（４）その他 

   上記のほか当該研究を遂行するための経費 

例：印刷費、複写費、現像・焼付費、通信費（切手、電話等）、運搬費、研究実施場所借り上

げ費（当館の施設において補助事業の遂行が困難な場合に限る）、会議費（会場借料、食

事（アルコール類を除く）費用等）、レンタル費用（コンピュータ、自動車、実験機器・

器具等）、機器修理費用、旅費以外の交通費、研究成果発表費用（学会誌投稿料、ホーム

ページ作成費用、研究成果広報用パンフレット作成費用）     

 

  第４章 支出の手順 

７ 物品購入の手順 

（１）物品の発注 

        研究者は、購入を希望する物品について、２者以上（税込３０万円以下の物品については１者

でも可）の業者から見積書を徴収し、所属課長の決裁を経た購入希望伝票とともに普及課の競争

的資金等運営・管理担当者に提出し、普及課長（２００万円以上の場合は副館長）の決裁を経た

後に、研究者又は競争的資金等運営・管理担当者が業者に物品を発注する。 

      なお、インターネットでの物品購入など、見積書の提出が困難な場合は、当該物品の販売価格

が明示された資料を提出する。 

また、３０万円以上の物品で、特定機種など契約の相手方が１者に特定される場合は、研究者
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の所属課長の決裁を経た「特命理由書」を見積書に付す。 

（２）納品検収 

   業者は、物品を普及課の競争的資金等運営・管理担当者に納品する。競争的資金等運営・管

理担当者は、納品書に記載された品目、数量について現物の確認を行い、納品書に検印を押印

する。研究者は、競争的資金等運営・管理担当者からの連絡を受けて検収に立会い、物品の内

容面について検査を行い、納品書に検印を押印する。 

競争的資金等運営・管理担当者は、検収の事実を競争的資金等運営・管理担当者に報告する。

納品書等に競争的資金等運営・管理担当者の押印がないものについては、代金の支払いは行わ

ない。 

（３）請求 

業者は、請求書を競争的資金等運営・管理担当者に提出する。消耗品のうち研究者が直接に発

注したものについて、研究者は請求書を競争的資金等運営・管理担当者に提出する。 

（４）競争的資金等支出伺 

競争的資金等運営・管理担当者は、見積書、納品書（検印のあるもの）、請求書をそろえて「競

争的資金等支出伺」を起案し、研究者に合議を行い、普及課長の決裁を受ける。 

（５）現金引出 

競争的資金等運営・管理担当者は、競争的資金等支出伺の決裁終了の後、銀行の払戻請求書に

支払額の金額を記入する。普及課長は、払戻請求書に記載された出金額が競争的資金等支払伺に

記載された支払金額と同額であることを確認した後、館長印を押印する。競争的資金等運営・管

理担当者は、この払戻請求書により銀行から現金を引き出す。 

（６）支払い 

競争的資金等運営・管理担当者は、業者に対し購入代金を直接に支払って領収書を受け取るか、

又は業者が指定した銀行口座に代金を振り込んだ後、普及課長に支出確認の決裁を受ける。 

（７）立替払 

競争的資金等が入金される以前に必要な物品購入や現地で購入する必要があった場合、インタ

ーネットで購入する必要がある物品、又は緊急時の場合や突発的な理由等で、研究の円滑な遂行

のため、他に手段がないと認められる場合は、立替払をすることができる。 

立替払を行った場合は、研究者は速やかに領収書等の証拠書類を競争的資金等運営・管理担当

者に提出し、普及課長の決裁を受けて精算するものとする。精算後は、普及課長による精算確認

の決裁を受けなければならない。 

 

８ 出張の手順 

（１）出張準備 

研究者は、出張に先立って出張期間、目的、出張先、旅程などを記載した「旅行命令書」を作

成し、競争的資金等運営・管理担当者に提出する。 

研究者が旅行社に旅費計算依頼を行った場合は、旅行社から提出された「旅費計算結果」を添

付する。 

（２）旅行経路及び旅行者内訳書 

   研究者又は普及課の競争的資金等運営・管理担当者は、行程に基づいて詳細な旅程を組み、交

通費、宿泊料、日当などを算定した旅行経路及び旅行者内訳書を旅行命令書に添付する。 

（３）旅行命令書 

研究者は、旅行経路及び旅行者内訳書が添付された「旅行命令書」に所属課長の決裁を受ける。

なお、出張者が課長職の場合は副館長決裁とし、海外出張の場合は局長決裁とする。いずれの場

合も普及課長に合議を行う。 

上記決裁完了後、研究者は旅行社等にチケットの手配を依頼できる。 

（４）旅行依頼 
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   他機関に所属する者に出張を依頼する場合は、「旅行依頼書」を起案のうえ、所属課長の決裁を

受ける。この場合の手順は旅行命令書により出張する場合に準じる。 

（５）競争的資金等支出伺 

普及課の競争的資金等運営・管理担当者は、旅行経路及び旅行者内訳書に基づいて「競争的資

金等支出伺」を作成し、研究者への合議を行い、普及課長の決裁を受ける。 

   なお、研究費の執行計画の都合等の理由により、北九州市旅費規程に準じる旅費の支給を研究

者が希望しない場合、及び業務都合等で旅費規程外の旅行をする必要がある場合は、その旨を付

すこととする。 

（６）銀行からの現金引出 

普及課の競争的資金等運営・管理担当者は、競争的資金等を預金している銀行の「払戻請求書」

に所定事項を記入する。普及課長は、払戻請求書に記載された出金額が競争的資金等支出伺に記

載した支払金額と同額であることを確認した後、館長印を押印する。競争的資金等運営・管理担

当者は、この払戻請求書により銀行から現金を引き出す。 

（７）支払い及び研究者への支給 

普及課の競争的資金等運営・管理担当者は、研究者へ旅費の支給及び旅行社に支払いをした後、

普及課長に支出確認の決裁を受ける。 

（８）出張報告書（復命書） 

研究者は出張が終了した後、速やかに出張の目的、出張先、出張期間、用務経過等を記載する

とともに、出張の事実を明らかにできる資料等を添付した「出張報告書」（復命書）を作成し、所

属課長並びに競争的資金等運営・管理担当者及び普及課長まで供覧する。 

（９）出張後の精算 

   研究者は、出張が終了した後領収書等の書類を普及課の競争的資金等運営・管理担当者に提出

する。旅程の変更等により旅費に過不足が生じた場合は、領収書等に基づいて精算を行う。 

（１０）旅費の後払い 

   出張先との調整が遅れるなどにより出張旅費の支給手続が間に合わない場合は、出張が終了し

た後、普及課の競争的資金等運営・管理担当者が出張報告書及び領収書等に基づいて「競争的資

金等支出伺」を起案し、研究者への合議及び普及課長の決裁を受けた後、前（６）（７）号に掲げ

る手続により旅費の支払いを行う。 

 

９ 人件費・謝金の支払手順 

（１）アルバイト等の任用伺 

   アルバイト等の雇用に際しては、研究者は、普及課競争的資金等運営・管理担当者に対して任

用手続きを依頼する。競争的資金等運営・管理担当者は、業務内容、雇用期間、被雇用者の氏

名・所属・経歴、賃金の支出額等を明記した「任用伺」を起案し、研究者及び所属課長の合議を

経て普及課長の決裁を受ける。 

（２）出勤表 

   アルバイト等の出勤表は、当該研究者の所属課長の机上に置き、出勤した時に押印する。 

所属課長及び当該研究者は、出勤状況を毎朝点検し、出勤予定日に変更があった場合には普及

課の競争的資金等運営・管理担当者又は普及課長に遅滞なく報告する。 

（３）競争的資金等支出伺 

   普及課の競争的資金等運営・管理担当者は、出勤表に基づいて競争的資金等支出伺を起案し、

研究者へ合議を行うとともに普及課長の決裁を受ける。 

（４）アルバイト等への支払い 

   普及課の競争的資金等運営・管理担当者は、前項（６）号と同様の手順で銀行から現金を引出

し、アルバイト等に対し謝金を直接に支払い、領収書の受領、又はアルバイト等が指定した銀行

口座に謝金を振り込む。普及課の競争的資金等運営・管理担当者は、研究者へ支払いをした後、
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普及課長に支出確認の決裁を受ける。 

 

１０ 支出等に係る書類 

      支出は、競争的資金等支出伺を普及課の競争的資金等運営・管理担当者が起案し、研究者への

合議と普及課長の決裁を受けた後に行う。また、支出後は領収書等証拠書類により、普及課長か

ら支出確認の決裁を受ける。なお、添付する資料は次のとおりとする。 

（１）物品 

    ①見積書（場合によっては特命理由書） 

    ②納品書（競争的資金等運営・管理担当者の検収印が必要） 

    ③請求書 

   ＊物品購入は、２者以上から見積書を徴取する。ただし３０万円以下の物品については１者で

もよい。また３０万円を超える場合において、特定機種であるなど、契約先が１者に限定さ

れる場合は、特命理由書を付す。 

   ＊インターネット販売による物品購入や出張先での物品購入など、見積書や納品書、請求書を

徴取することが困難な場合は、販売価格が明示された資料や購入現品、領収書等で当該購入

物品が明確に特定できるようにする。 

（２）旅費（含、精算） 

  ア 研究者本人が出張する場合 

    ①旅行命令書 

    ②旅行経路及び旅行者内訳書 

    ①出張報告書（復命書） 

    ②日付、金額、領収者名などを明記した領収書（旅行社手配に係る部分、定額を支給した宿

泊料、100km未満の鉄道運賃、勤務地内における交通費については不要） 

    ③学会のプログラム等、出張の用務を達したことを証するもの 

  イ 他機関の所属者に出張を依頼する場合 

    ①旅行依頼書 

    ①旅行経路及び旅行者内訳書 

①出張報告書（復命書） 

    ③学会のプログラム等、出張の用務を達したことを証するもの 

（３）人件費・謝金 

    ①任用伺 

    ②出勤表（勤務実績報告書） 

    ②領収書（日付、日数、金額、領収者名などを明記） 

    ②金融機関への振込み受領書 

（４）その他 

① 支出に関する規定は、本取扱要領に定めのないものについては、北九州市会計規則及び関連す

る規則、又は北九州市契約規則及び関連する規則など、北九州市の関係規則に準じる。 

② 旅費に関する規定は、本取扱要領に定めのないものについては、北九州市旅費条例及び関連す

る規則、運用方針等に準じる。 

 

   第５章 寄 付 

１１ 寄付の受入  

（１）研究者は、直接経費により購入した備品、設備又は図書（以下「備品等」という。）について、

購入後、直ちに当館に寄付するものとする。ただし、直ちに寄付することにより研究上の支障が生ず

る 5万円未満の図書については、研究上の支障がなくなる時まで寄付を延期することができる。 

（２）館長は、当該研究者からの寄付を受け入れるとともに、当該研究者が他の研究機関に所属する
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こととなる場合は、当館と当該研究者が協議の上、これらを当該研究者に返還する。 

  第６章 間接経費の取扱い 

１２ 間接経費の譲渡等 

（１）研究者は、間接経費の交付を受けたとき、館長に譲渡しなければならない。 

（２）館長は、研究者から間接経費の譲渡を受けたとき、直ちに当館の収入として受け入れるものと

する。 

（３）研究者が交付を受けた間接経費について、当該研究者が他の研究機関に所属することとなる場

合には、当該他の研究機関が間接経費の譲渡を受け入れないこととしている場合を除き、直接経

費の残額の３０％に相当する額の間接経費を当該他の研究機関に送金するものとする。 

   ただし、助成金の支払いを受けた年度の翌年度以降に直接経費を使用するとき、間接経費の執

行計画が年度内に適正に定まっている場合等には、当該直接経費にかかる間接経費を送金しない

ことができる。 

（４）間接経費の執行は、前記項目９（費目別の管理）から項目１３（支出等に係る書類）までの直

接経費に係る規定に準拠して行う。 

 

第７章 不正使用の防止について 

１３ 管理・監査体制等 

  当館における科研費等の管理・監査及び不正使用の防止等に係る体制は、次のとおりとする。 

（１）最高管理責任者 

   当館全体を統括し、科研費等の運営・管理について最終責任を負う者であり、館長の職にある

者をもって充てる。 

（２）統括管理責任者 

   最高管理責任者を補佐し、科研費等の運営・管理について当館全体を統括する実質的な責任と

権限を持つ者であり、副館長の職にある者をもって充てる。 

（３）コンプライアンス推進責任者 

   内部統制の強化を図るため、コンプライアンス教育の受講管理、競争的資金等の管理・執行の

モニタリング・改善指導の役割を担う部署として、競争的資金等の運営・管理について実質的な

責任と権限を持つ者であり、当館の総務・経理事務を統括する普及課長をもって充てる。 

（４）研究倫理教育責任者 

研究倫理に関する知識を定着・更新させるための実質的な責任と権限を持つ者として、研究倫

理教育責任者を置き、自然史課長をもって充てる。研究倫理教育責任者は、自らを補佐し、研究

倫理教育の実務を行う部署を設置することができる。 

（５）防止計画推進部署 

   不正を発生させる要因が、どこにどのような形で存在しているのか、当館全体の状況を体系的

に整理し評価するとともに、関係者の自主的な取組みを喚起し、不正の発生を防止するため、不

正を発生させる要因に対応する具体的な不正防止計画を策定するなど、当館全体の観点から不正

防止計画の推進を担当する部署として最高管理責任者直属の防止計画推進部署を置き、不正防止

計画推進責任者に歴史課長、副責任者に歴史担当係長をもって充てる。    

（６）監査室 

   競争的資金等の適正な管理のため、当館全体の視点からモニタリング及び監査並びに体制不備

の検証を行うため、最高管理責任者の直属機関として監査室を置く。 

監査室は、副館長及び普及課の職員 1名で構成する。監査室は、防止計画推進部署との連携を

緊密に行い、別に定める実施手順に基づき、不正発生要因に応じた内部監査を実施する。 

研究者は、監査室の指示に従わなければならない。 

（７）相談窓口 

   競争的資金等の事務処理手続及び使用に関するルール等について、当館内外からの相談を受け
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付ける相談窓口を普及課内（企画係長が担当）に置く。 

（８）告発窓口 

   競争的資金等の使用に関する当館内外からの不正の指摘及び本人からの申出などの告発、通報

及び申立（以下、「告発」という。）を受け付ける告発窓口を普及課内（企画係長が担当）に置く。 

 

第８章 研究者等の遵守事項 

１４ 取扱要領等の遵守 

研究者等は、競争的資金等の取扱いにあたっては、本取扱要領のほか関係法令並びに競争的資金

等の交付等の際の条件を遵守しなければならない。 

（１）コンプライアンス教育の受講 

研究者は、コンプライアンス推進責任者が実施するコンプライアンス教育に関する研修会等を

必ず受講し、受講内容を遵守しなければならない。 

（２）誓約書の提出 

研究者は、関係法令の遵守し、不正使用は行わないなど、誓約書を最高管理責任者に提出しな

ければならないものとし、誓約書の提出は、競争的資金等の申請の要件とする。また、誓約書の

提出がない場合は、競争的資金等の管理運営に関わることはできないものとする。 

 

第９章 不正使用に関する告発 

１５ 告発の受付 

（１）受付窓口の設置 

当館における競争的資金等の不正使用に関する告発、通報及び相談（以下「告発」という。）を

受付ける窓口（以下「受付窓口」という。）を普及課に置く。 

（２）受付方法 

告発は、連絡先、氏名、不正使用を行ったとする研究者等の氏名、不正使用の内容、不正とす

る根拠、その他必要な事項を記載した書面、電話、FAX、電子メール又は面談によるものとする。

なお、告発は、第１章第２項第１号に規定する研究者のほか、外部からも受け付ける。 

（３）匿名による告発 

前号の規定に関わらず、匿名による告発があった場合は、不正使用の事実が存在することが  

客観的に証明できる資料が提出されるなど、その内容に応じて前号の規定を準用できる。 

（４）受付後の措置 

  告発の受付及び調査・事実確認を担当する者（以下「担当者」という。）は、告発を受けたとき

は、直ちに館長に報告するとともに、告発を受け付けた旨を告発者に通知する。この場合におい

て、告発者に対しさらに詳しい情報の提供、及び当該告発に基づいて行う調査等への協力を依頼

することがある旨を併せて通知する。顕名による告発の場合、原則として告発等に基づき実施す

る措置の内容を告発者に通知する。 

 

１６ 告発の取扱い 

（１）外部機関からの指摘 

報道、会計検査院等の外部機関から不正使用の疑いが指摘されたとき、又はインターネット上

に当館に係る不正行為等の疑いが掲載されていることを当館が独自に把握した場合は、前条第 2

項に規定する通報を受け付けたものとして取扱うことができる。 

（２）告発の意思を明示しない相談 

告発の意思を明示しない相談は、当館はその内容に応じ、告発に準じてその内容を  確認・

精査し、相当の理由があると認めた場合は、相談者に対して告発の意思があるか否か確認するも

のとする。 

（３）当館以外に所属する研究者等に対する告発 
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被告発者が当館に所属しないときは、被告発者の所属する研究機関に事案を回付することがで

きる。 

 

１７ 告発者・被告発者の取扱い 

（１）秘密保持 

受付窓口に寄せられた告発の告発者、被告発者、告発内容及び調査内容について、調査結果の

公表まで、告発者及び被告発者の意に反して調査関係者以外に漏えいしないよう、関係者の秘密

保持を徹底する。 

（２）悪意に基づく告発の防止 

館長は、悪意（被告発者を陥れるため、又は被告発者が行う研究を妨害するためなど、専ら被

告発者に何らかの損害を与えることや当館等に不利益を与えることを目的とする意思。以下同

じ。）に基づく告発を防止するため、告発は、原則として顕名によるもののみ受け付け、告発には

不正使用とする合理性のある理由を示すことが必要であること、及び告発者に調査に協力を求め

る場合があること、並びに調査の結果、悪意に基づく告発であったことが判明した場合は、氏名

の公表、懲戒処分又は刑事告発等があり得ることなどをあらかじめ周知する。 

（３）告発者の保護 

悪意に基づく告発であることが判明しない限り、単に告発したことを理由に、告発者に対し、

不利益な取扱いをしてはならない。 

（４）被告発者の保護 

相当な理由なしに、単に告発がなされたことのみをもって、被告発者の研究活動を部分的又は

全面的に禁止してはならない。また、被告発者に対して不利益な取扱いをしてはならない。 

 

第１０章 不正使用の告発に係る事案の調査 

１８ 予備調査の実施 

（１）調査内容 

館長は、告発された事案の調査を当館において行うこととなったとき、不正行為が行われた可

能性及び告発の際示された根拠の合理性について速やかに予備調査を行うものとする。 

（２） 調査する者 

 館長は、予備調査を行うにあたり、コンプライアンス推進責任者をリーダーとし、告発者及び

被告発者と直接の利害関係を有しない職員のうちから、調査者を指名する。 

（３）調査結果 

館長は、告発を受理した日から３０日以内に調査結果の報告を受け、本格的な調査（本調査）

の要否を判断し、その結果について競争的資金等の配分機関及び北九州市に報告するものとする。 

本調査を行わないことを決定した場合、館長はその旨を理由とともに告発者に通知するものと

する。この場合、当館は予備調査に係る資料等を保存し、必要に応じてその事案に係る資金配分

機関等及び告発者の求めに応じ開示するものとする。 

 

１９ 本調査の実施 

（１）通知 

館長は本調査の実施を決定したときは、告発者及び被告発者に対し、その旨を通知し、調査へ

の協力を求める。 

（２）告発者及び被告発者の義務 

告発者及び被告発者は、本調査に対して積極的に協力する義務並びに真実を述べる義務を負う

ものとする。 

（３）告発者の保護 

告発された事案の調査にあたっては、告発者が了承したときを除き、調査関係者以外の者や被
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告発者に告発者が特定されないよう周到に配慮しなければならない。 

 

２０ 本調査の体制 

（１）不正調査委員会の設置 

館長は、本調査の実施を決定したときは、次の各号に揚げる委員をもって構成する不正調査委

員会（以下、「委員会」という。）を設置する。 

ア 館長が指名する当館職員 若干名 

イ 館長が指名する北九州市の職員 若干名 

ウ その他、館長が必要と認めた館外の有識者等 若干名 

（２）委員構成 

委員会の委員は告発者及び被告発者と直接利害関係を有しない者とする。 

（３） 職員の協力 

当館職員は、本調査に際して委員会から協力を求められた場合には協力しなければならない。 

 

２１ 調査内容等 

（１）調査する事項 

委員会は、不正使用の有無及び内容、不正の相当額、関与した者及びその関与の程度等につい

て調査する。 

（２） 証拠の保全措置 

   館長は本調査にあたり、告発された事案の証拠となる資料等に関して保全措置を取る。 

（３）調査中における執行停止 

館長は必要に応じて調査対象者に対し、競争的資金等の使用について一時停止を命ずる。 

 

２２ 調査結果の認定、報告 

（１）認定 

委員会は、本調査の開始後１５０日以内に調査した内容を整理し、不正使用の有無及び内容、

不正の相当額、関与した者及びその関与の程度等について認定する。不正行為が行われなかった

とした場合、調査を通じて告発が悪意に基づくものであることが判明したときは、委員会は併せ

てその旨の認定を行う。また、この認定を行うにあたっては、告発者に弁明の機会を与えなけれ

ばならない。 

（２）館長への報告 

委員会は、認定を終了したときは、速やかに調査結果を館長に報告する。 

 

２３  本調査の結果の通知 

館長は、委員会の調査結果を速やかに告発者及び被告発者等（被告発者以外で不正行為に関与し

たと認定された者を含む。以下同じ。）に通知する。また、悪意に基づく通報との認定があった場合、

告発者が当館以外の機関に所属しているときは、告発者の所属機関にも通知する。 

 

２４ 配分機関への報告及び調査協力 

（１）配分機関への報告、協議 

   館長は、調査の実施に際し、調査方針、調査対象及び方法等について配分機関に報告、協議し

なければならない。 

（２）最終報告書の提出 

館長は、告発等の受付から２１０日以内に調査結果、不正発生要因及び不正に関与した者が関

わる他の競争的資金等における管理・監査体制の状況、再発防止計画等を含む最終報告書を配分

機関に提出する。期限までに調査が完了しない場合であっても、調査の中間報告を配分機関に提
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出する。 

（３）調査過程における報告 

館長は、調査の過程であっても、不正の事実が一部でも確認された場合は速やかに認定し、配

分機関に報告するほか、配分機関の求めに応じ、調査の終了前であっても、調査の進捗状況報告

及び調査の中間報告を当該配分機関に提出する。 

（４）配分機関への調査協力 

館長は、調査に支障がある等、正当な事由がある場合を除き、当該事案に係る資料の提出又は

閲覧、現地調査に応じる。 

   

２５ 本調査の結果の公表等 

（１）北九州市への報告及び公表 

館長は、委員会で不正使用が行われたとの認定がなされた場合は速やかに北九州市に報告する

とともに、その調査結果を公表するものとする。 

（２）公表内容 

公表内容は、当該不正行為に関与した者の氏名・所属、不正使用の内容、館長が公表時までに

行った措置の内容、調査の方法・手順等を含むものとする。ただし、合理的な理由がある場合は、

不正に関与した者の氏名・所属等を公表しないことができる。 

（３）不正使用が行われていない場合 

館長は、不正行為が行われていないと判断した場合は、原則として調査結果を公表しない。た

だし、被告発者の名誉を回復する必要があると認められる場合や、調査事案が外部に漏えいして

いた場合など、必要と認められるときは調査結果を公表するものとする。 

（４）悪意に基づく告発への対応 

館長は、悪意に基づく告発が行われたとの認定がなされた場合には、速やかに北九州市に報告

するとともに、告発者の氏名・所属、及び悪意に基づく告発と認定した理由、並びに調査の方法・

手順等を公表する。 

 

第１１章 告発者及び被告発者等に対する措置 

２６  不正行為が行われたと認定された場合の措置 

不正行為への関与があると認定された場合は、その程度に応じて北九州市が定める基準により、

懲戒処分等を課すものとする。懲戒処分の必要がない者についても、服務を正し規律を保持する必

要がある場合には、訓告、又は厳重注意等を行う。 

 

２７ 不正行為が行われなかったと認定された場合の措置 

館長は、不正行為が行われなかったと判断した場合には、本調査に際してとった競争的資金等の

使用停止等の措置を解除するとともに、被告発者の名誉を回復する措置及び不利益が生じないため

の措置を講じる。 

 

２８ 被認定者の処分等 

被認定者及び悪意に基づく告発と認定された告発者については、北九州市が定める懲戒処分基準

に基づいて処分の内容を決定する。また、館長は、悪意に基づく告発であると判断された告発者の

うち、特に悪質な者に対しては、北九州市と協議の上、必要な措置を講ずる等、適切な処置を行う。 

 

第１２章 その他 

２９ その他 

この要領で定めるもののほか、当館における競争的資金等に係る不正使用への対応に関し必要な

事項は、別に定める。 


